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■要約
本稿の目的は，質問票調査によって地方自治体における公会計情報および行政評
価情報の活用の目的とその効果を把握することである。本調査の結果，（１）公会計情
報の主な活用目的はアカウンタビリティの解除であること，および（２）行政評価情
報の主な活用目的はアカウンタビリティの解除に加えて事務事業の効率化というマ
ネジメント・コントロールにあることが明らかにされた。
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■Abstract
This paper describes the results of questionnaire surveys on accounting infor-

mation for management control in Japanese local governments. The survey shows
that public accounting information is used for discharging accountability and per-
formance evaluation information is used for management control.
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１ 問題意識と目的

本稿の目的は，地方自治体において会計情報が
マネジメント・コントロールおよび行政改革にど
のように活用されているのかについて，質問票調
査によってその実態を把握することである。な
お，ここでいう会計情報とは，公会計制度から得
られる財務情報を主とする公会計情報と行政評価
制度から得られる非財務情報も含む行政評価情報
を合わせたものを指す。
２００１年４月に発足した小泉内閣による「聖域
なき構造改革」を契機に，民間企業における経営
理念・手法を可能な限り行政現場に導入すること
を通じて行政部門の効率化・活性化を図る NPM

（New Public Management）がわが国の地方自治
体において本格的に導入されている。とりわけ，
「行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成
１３年法律第８６号）」によって，政策・施策・事
務事業の達成度や成果を一定の基準や指標を用い
て評価しようとする行政評価制度の整備と，総務
事務次官通知「地方公共団体における行政改革の
更なる推進のための指針の策定について（平成
１８年）｣によって，発生主義会計に基づく貸借対
照表，行政コスト計算書，資金収支計算書，純資
産変動計算書の４つの財務諸表を作成し，住民に
対するアカウンタビリティを向上させる公会計制
度の整備が地方自治体に要請された。さらに，近
年，地方創生に関する施策を総合的かつ計画的に
実施することを目的とした「まち・ひと・しごと
創生法（平成２６年法律第１３６号）」によって，地
方自治体には創生総合戦略のための取組体制と
PDCAの整備が求められ，公会計情報や行政評価
情報の戦略への活用が期待されている。また，理
論的な側面から見ても，民間企業と同様に地方自
治体においてもマネジメント・コントロール・シ
ステムを構築することの重要性が指摘されており
（Anthony and Young,２００３），マネジメント・コ
ントロールを適切に機能させるためには，管理会

計情報をはじめとする情報活用が鍵となる（横
田，２００７）。
では，地方自治体において，公会計情報および
行政評価情報はどのように活用されており，マネ
ジメント・コントロールにどのように役立ってい
るのだろうか。本研究では，この問題意識に対す
る最新の知見を得るために先行研究である堀北・
妹尾・横田（２０１０）を参考にして質問票調査を実
施した。本稿では，主に調査結果の単純集計を調
査項目に従って報告し，地方自治体の組織コンテ
クストと会計情報の活用状況について記述する。
なお，詳細な実証分析は別稿に譲ることとする。

２ 調査方法と回収結果

本調査は，２０１４年９月末を回収期限として，
２０１４年９月１日に日本国内の全都道府県（４７団
体）および特別区を含む全市町村（１,６９４団体）
の計１,７４１団体の行財政改革担当部門責任者に対
して郵送で実施した「地方自治体における組織文
化と会計情報活用に関するアンケート調査」と題
する質問票調査である１）。調査に利用した質問票
は，主に堀北・妹尾・横田（２０１０）に基づいて作
成した。堀北・妹尾・横田（２０１０）による調査は
２００９年に実施されたが，その後の約５年の間に
地方自治体における会計情報の活用実態が変化し
た可能性があるため，本調査では最新動向を把握
する。調査内容は，（１）組織コンテクストの状況，
（２）公会計情報の活用状況，（３）行政評価情報の活
用状況に関する項目である。なお，具体的な質問
項目は，文末の質問票を参照のこと。
最終回収団体は，３９７団体（回収率２２.８％）で
あり，団体区分ごとの発送数，回収数，構成比，
回収率は図表１に示すとおりである。回収団体の
特徴としては，町と村を調査対象から除いた堀
北・妹尾・横田（２０１０）の先行研究とは異なり，
都道府県からの回答はなかったものの，全市町村
の実態を把握できる分布となっている点である。
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３ 調査結果

本調査では，（１）組織コンテクストの状況，（２）
公会計情報の活用状況，（３）行政評価情報の活用
状況について質問している。以下では，まず，地
方自治体の置かれた環境がマネジメント・コント
ロール・システムのあり方に影響を及ぼしている
可能性があるため，組織コンテクストを明らかに
する。続いて，企業会計の発想を取り入れた公会
計制度から得られる公会計情報のマネジメント・
コントロールへの活用実態を明らかにする。ま
た，行政評価制度から得られる行政評価情報のマ
ネジメント・コントロールへの活用実態も明らか
にする。

３．１ 組織コンテクストの状況
本調査では，組織コンテクストを（１）経営環境
の予測可能性，（２）政策の浸透度と組織の分権化

の程度，（３）組織文化に区分して調査を行った。
まず，経営環境の予測可能性は，住民ニーズと財
政状況それぞれの予測可能性として，５段階の
リッカート尺度（「１全く予測できない」から「５
正確に予測できる」）で調査を行った。その結果
は，図表２に示すとおりであり，財政状況の予測
可能性（３.２２）に比べ，住民ニーズの予測可能性
（３.１５）の平均値はやや低くなっていた。
次に，政策の浸透度と組織の分権化の程度につ
いても，５段階のリッカート尺度（「１全くそうで
はない」から「５全くその通り」）で調査を行っ
た。その記述統計は，図表３のとおりである。政
策の浸透度については，政策の明確化（３.７７），
政策の共有（３.３７），政策・計画立案の権限委譲
（３.４３）の項目が示すように，平均値は一定程度
高めとなっていた。一方で，組織内の分権化の程
度については，予算の権限委譲（２.７１），組織編
成の権限委譲（２.１６），人事の権限委譲（１.９４）の
項目から見てとれるように，いずれの平均値も低
く，地方自治体では分権化が進んでいないことが
明らかになった。このことより，政策が明確化・
共有され，政策・計画立案の権限の委譲はある程
度なされているにもかかわらず，政策・計画を実
現するために必要な予算，組織編成，人事の権限
委譲までは十分になされていないと言うことがで
きる。
また，本調査においては，組織文化を Cameron

and Quinn（２００６）による競合価値観フレーム
ワークに基づいて測定している。競合価値観フ
レームワークは，図表４に示すとおり，縦軸の上
側に「柔軟性と裁量性」を，下側には「安定性と

団体区分 発送数 回収数 構成比 回収率
都道府県
政令市
中核市
特例市
一般市（特別区含む）
町
村
未回答

４７
２０
４３
４０
６６３
７４５
１８３
―

０
６
１６
２１
１８３
１２５
３８
８

０．０％
１．５％
４．０％
５．３％
４６．１％
３１．５％
９．６％
２．０％

０．０％
３０．０％
３７．２％
５２．５％
２７．６％
１６．８％
２０．８％

―

合 計 １，７４１ ３９７ １００．０％ ２２．８％
出所：筆者作成。

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

住民ニーズの予測可能性 ３．１５ ０．６３ ２
０．５％

４１
１０．６％

２４３
６３．１％

９５
２４．７％

４
１．０％ ３８５

財政状況の予測可能性 ３．２２ ０．７３ ４
１．０％

４８
１２．４％

２０３
５２．７％

１２０
３１．２％

１０
２．６％ ３８５

出所：筆者作成。

図表１ 回収結果

図表２ 経営環境の予測可能性
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コントロール」をとり，また横軸の左側に「内部
志向と統合」を，右側には「外部志向と差別化」
をとる２軸で構成された４象限で組織文化を家族
文化，イノベーション文化，マーケット文化，官
僚文化に類型化している２）。具体的には，（１）部
門の特徴，（２）リーダーシップ，（３）部下の管理の
やり方，（４）部門を束ねる力，（５）経営上重視する
点，（６）成功の判断基準のそれぞれの質問項目に
あてはまる組織文化タイプに回答者が１００ポイン
トを振り分けるイプサティブ尺度で測定してい

る。
地方自治体の組織文化タイプの集計結果は，図
表５に示すとおりである。組織文化の現状として
は，官僚文化が一番高い点数（３７.５）となってお
り，続いて家族文化の点数（２９.２）が高くなって
いる。組織文化の理想を訪ねた場合でも同様な傾
向が見受けられる。また，組織文化の現状として
は，イノベーション文化の点数（１５.１）は最低で
あり，マーケット文化の点数（１８.２）も低い。し
かし，現状と理想とを比較してみると，イノベー

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

政策の明確化 ３．７７ ０．８４ １
０．３％

２７
７．０％

１０１
２６．２％

１８５
４８．１％

７１
１８．４％ ３８５

政策の共有 ３．３７ ０．８６ ３
０．８％

５９
１５．３％

１４８
３８．３％

１４６
３７．８％

３０
７．８％ ３８６

政策・計画立案の権限委譲 ３．４３ ０．８９ １１
２．８％

３９
１０．１％

１４５
３７．５％

１５８
４０．８％

３４
８．８％ ３８７

予算の権限委譲 ２．７１ １．０５ ５９
１５．３％

９２
２３．９％

１４９
３８．７％

７２
１８．７％

１３
３．４％ ３８５

組織編成の権限委譲 ２．１６ ０．９４ １１３
２９．３％

１２８
３３．２％

１１７
３０．３％

２６
６．７％

２
０．５％ ３８６

人事の権限委譲 １．９４ ０．８５ １３５
３４．９％

１５４
３９．８％

８４
２１．７％

１３
３．４％

１
０．３％ ３８７

出典：筆者作成。

図表３ 政策の浸透度と組織の分権化の程度

図表４ 競合価値観フレームワークによる組織文化の類型

出所：Cameron and Quinn（２００６）.
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ション文化とマーケット文化は理想のほうが高い
点数配分となっており，地方自治体がより創造的
で競争的な文化を望んでいるということを窺い知
ることができる。

３．２ 公会計情報の活用状況
まず，制度としての公会計が全国の地方自治体
にどの程度普及しているのかを明らかにするため
に，公会計制度の採用の有無と採用方式について
質問した。図表６は，本調査の結果と先行研究で
ある堀北・妹尾・横田（２０１０）の調査結果の比較を
示したものである。公会計制度の採用率は９２.１％
であり，そのうち総務省方式改訂モデルが７０.１％，
基準モデルが１５.７％であった。先行研究の調査
から５年ほどが経過し，公会計制度の採用率が上
昇するとともに，理想的であると言われている基
準モデルの普及が徐々に進みつつあることが明ら

かになった。
次に，公会計情報を活用するにあたり，どの種
類の財務書類を活用しているのかを調査した。そ
の結果は，図表７に示すとおりである。公会計情
報の採用状況が３６３団体であるのに対して，公会
計情報を活用している団体が２８３（７８．４％）であ
り，７８団体（２１．６％）が公会計制度を採用して
いるにもかかわらず，財務書類を活用していない
という結果が明らかになった。また，活用されて
いる財務書類の種類については，貸借対照表，行
政コスト計算書，純資産変動計算書，資金収支計
算書のいずれも活用状況はほぼ等しく９０％を超
えていることが分かった。
続いて，公会計情報の活用目的について，５段

階のリッカート尺度（「１全く重視していない」
から「５非常に重視している」）で調査した。そ
の結果は，図表８に示すとおりである。公会計情

現 状 Ｎ＝３３２ 理 想 Ｎ＝３２９
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計

１．部門の特徴
２．リーダーシップ
３．部下の管理のやり方
４．部門を束ねる力
５．経営上重視する点
６．成功の判断基準

３２．５
２７．９
３２．４
２３．５
２６．９
３２．２

１１．４
１６．５
１６．８
１３．０
１８．０
１４．９

１８．３
２０．５
１４．１
２８．６
１４．０
１３．６

３７．７
３５．１
３６．８
３４．９
４１．１
３９．３

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

２２．８
３０．３
２９．５
２３．７
２６．２
２８．９

２０．０
２３．４
２３．７
１９．８
２４．２
２０．４

２６．４
１７．９
１９．８
２９．０
１９．２
１７．５

３０．７
２８．３
２７．０
２７．５
３０．４
３３．２

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

平均値 ２９．２ １５．１ １８．２ ３７．５ １００．０ ２６．９ ２１．９ ２１．６ ２９．５ １００．０
※A :家族文化，B :イノベーション文化，C :マーケット文化，D :官僚文化

出所：筆者作成。

本調査：２０１４年調査 堀北・妹尾・横田（２０１０）：２００９年調査
公会計制度採用の

有無
採用方式

公会計制度採用の
有無

採用方式

あり ３６３ ９２．１％ 総務省方式改訂モデル ２７６ ７０．１％ あり ４０２ ８８．２％ 総務省方式改訂モデル ３０９ ６７．８％
基準モデル ６２ １５．７％ 基準モデル ４６ １０．１％
総務省方式 １９ ４．８％ 総務省方式 ８１ １７．８％
東京都方式 ３ ０．８％ 東京都方式 ０ ０．０％
その他独自の方式 ３ ０．８％ その他独自の方式 ４ ０．９％

なし ３１ ７．９％ Ｎ＝３９４ なし ５４ １１．８％ Ｎ＝４５６
出所：筆者作成。ただし，図表の右側は，堀北・妹尾・横田（２０１０）を引用している。

図表５ 組織文化のタイプ

図表６ 公会計制度の採用状況
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報は，住民への説明（３.８９）と議会への説明（３.

８７）という２項目の平均値が高く，アカウンタビ
リティの解除を目的として活用されていることが
明らかになった。一方で，総合計画の策定・進捗
管理（２.７７），予算編成への反映（２.８７），既存事
業の見直し（２.７１），職員の意識改革（２.７８），部
門間のコミュニケーションの促進（２.２８）などの

マネジメント・コントロールにかかわる項目は，
平均値３よりも低いことが判明した。
また，公会計情報の活用目的に関連して，総務
省（２０１３）の質問項目を参考に公会計情報を活用
して行政改革を促進している程度についても５段
階のリッカート尺度（「１全く促進していない」
から「５非常に促進した」）で調査した。その結
果は，図表９に示すとおりである。情報公開・透
明性（３.２７）については，公会計情報の活用目的
においてアカウンタビリティの解除の項目が高
かったのと同様の傾向が見受けられる。しかし，
それ以外の公会計情報を行政改革に活用する目的
の項目については，いずれも平均値３を下回る低
さであり，公会計情報の行政改革への活用があま
り意識されていないことが浮き彫りになった。
さらに，公会計情報を活用した結果，どのよう
な効果が得られたのかについて，５段階のリッ

公会計情報活用の有無 活用書類（複数回答可）
あり ２８３ ７８．４％ 貸借対照表 ２７２ ９６．１％

行政コスト計算書 ２６７ ９４．３％
純資産変動計算書 ２５９ ９１．５％
資金収支計算書 ２６０ ９１．９％
その他 ３ １．１％

なし ７８ ２１．６％
出所：筆者作成。

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

住民への説明 ３．８９ ０．８５ １
０．４％

１４
５．０％

７２
２５．５％

１２４
４４．０％

７１
２５．２％ ２８２

議会への説明 ３．８７ ０．８６ ２
０．７％

１５
５．３％

６８
２４．２％

１２９
４５．９％

６７
２３．８％ ２８１

総合計画の策定・進捗管理 ２．７７ １．０３ ３６
１２．８％

６９
２４．５％

１１５
４０．８％

４９
１７．４％

１３
４．６％ ２８２

予算編成への反映 ２．８７ １．０８ ３３
１１．７％

６４
２２．７％

１１２
３９．７％

５２
１８．４％

２１
７．４％ ２８２

定員管理要求や査定 ２．５０ １．００ ４９
１７．４％

９０
３１．９％

１０６
３７．６％

２８
９．９％

９
３．２％ ２８２

既存事業の見直し ２．７１ １．０３ ４０
１４．２％

７３
２５．９％

１１０
３９．０％

４８
１７．０％

１１
３．９％ ２８２

新規事業の検討 ２．６２ １．０４ ４７
１６．７％

７５
２６．６％

１０９
３８．７％

４１
１４．５％

１０
３．５％ ２８２

職員の意識改革 ２．７８ １．０７ ４０
１４．４％

６３
２２．７％

１０６
３８．１％

５７
２０．５％

１２
４．３％ ２７８

部門間のコミュニケーションの
促進 ２．２８ ０．９１ ６５

２３．４％
９０

３２．４％
１０５
３７．８％

１６
５．８％

２
０．７％ ２７８

不正行為の防止 ２．３０ ０．９９ ７０
２５．２％

８４
３０．２％

１０２
３６．７％

１５
５．４％

７
２．５％ ２７８

資産管理への活用 ３．２４ １．０８ ２３
８．７％

３１
１１．７％

９９
３７．４％

８３
３１．３％

２９
１０．９％ ２６５

出所：筆者作成。

図表７ 公会計情報活用の有無

図表８ 公会計情報の活用目的
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記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

定数管理 ２．１８ ０．９７ ８０
２９．２％

９１
３３．２％

８２
２９．９％

１７
６．２％

４
１．５％ ２７４

給与制度の見直し ２．１２ ０．９２ ８２
２９．９％

９２
３３．６％

８６
３１．４％

１２
４．４％

２
０．７％ ２７４

外部委託・民間委託 ２．２３ ０．９９ ７８
２８．５％

８４
３０．７％

８９
３２．５％

１８
６．６％

５
１．８％ ２７４

事務事業見直し ２．３７ １．０２ ７１
２５．９％

６６
２４．１％

１０５
３８．３％

２８
１０．２％

４
１．５％ ２７４

歳出削減・歳入増加 ２．５１ １．０９ ６４
２３．３％

６４
２３．３％

９６
３４．９％

４５
１６．４％

６
２．２％ ２７５

組織・機構の見直し ２．１５ ０．９０ ７８
２８．５％

９２
３３．６％

８８
３２．１％

１６
５．８％

０
０．０％ ２７４

外郭団体等見直し ２．１８ ０．９６ ８３
３０．３％

８１
２９．６％

９０
３２．８％

１９
６．９％

１
０．４％ ２７４

他自治体との連携 ２．０１ ０．８９ ９４
３４．３％

９１
３３．２％

８１
２９．６％

６
２．２％

２
０．７％ ２７４

市町村への権限委譲 １．９４ ０．８５ １０２
３７．８％

８７
３２．２％

７７
２８．５％

４
１．５％

０
０．０％ ２７０

資産・施設の見直し ２．７３ １．０２ ４０
１４．５％

６３
２２．９％

１１１
４０．４％

５４
１９．６％

７
２．５％ ２７５

民間との協働 ２．０８ ０．９１ ８８
３２．１％

８９
３２．５％

８５
３１．０％

１１
４．０％

１
０．４％ ２７４

情報公開・透明性 ３．２７ １．１０ ２７
９．９％

３１
１１．３％

８３
３０．３％

１０７
３９．１％

２６
９．５％ ２７４

人材育成 ２．２５ ０．９４ ７２
２６．４％

８４
３０．８％

９６
３５．２％

２０
７．３％

１
０．４％ ２７３

事務の効率化 ２．２６ ０．９７ ７３
２６．７％

８２
３０．０％

９３
３４．１％

２３
８．４％

２
０．７％ ２７３

住民サービスの向上 ２．４３ ０．９９ ６２
２２．７％

６７
２４．５％

１１３
４１．４％

２７
９．９％

４
１．５％ ２７３

職場環境・モチベーションの向上 ２．１８ ０．９２ ７９
２８．９％

８０
２９．３％

１０１
３７．０％

１２
４．４％

１
０．４％ ２７３

出所：筆者作成。

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

住民ニーズの改善 ２．４５ ０．９７ ５５
２０．１％

７７
２８．２％

１０７
３９．２％

３１
１１．４％

３
１．１％ ２７３

財務的効果 ２．４９ １．０２ ５５
２０．１％

７５
２７．５％

１０３
３７．７％

６
１２．５％

３４
２．２％ ２７３

有意味感 ２．２６ ０．９２ ６８
２５．２％

８１
３０．０％

１０７
３９．６％

１１
４．１％

３
１．１％ ２７０

自己効力感 ２．１４ ０．８６ ７８
２８．９％

８２
３０．４％

１０５
３８．９％

５
１．９％

０
０．０％ ２７０

自己決定感 ２．４１ ０．９５ ５７
２１．１％

７４
２７．４％

１１４
４２．２％

２２
８．１％

３
１．１％ ２７０

出所：筆者作成。

図表９ 公会計情報の行政改革への活用状況

図表１０ 公会計情報の活用効果
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カート尺度（「１全くそうではない」から「５全く
その通り」）で調査した。その結果は，図表１０に
示すとおりである。組織全体の効果を示す住民
ニーズの改善（２.４５）および財務的効果（２.４９）
の平均値はともに低いことが確認された。また，
行政改革担当部門責任者の個人認識を示す心理的
エンパワメント，すなわち有意味感（２.２６），自
己効力感（２.１４），自己決定感（２.４１）の平均値に
ついても，すべて低いことが明らかになった。

３．３ 行政評価情報の活用状況
まず，全国の地方自治体に行政評価制度がどの
程度普及しているのかを明らかにするために，行
政評価制度の採用の有無と評価対象について質問
した。その結果，行政評価制度の採用率は図表
１１に示すとおり７３.１％であった。評価対象別で
は，事務事業評価（６５.６％），施策評価（３８.０％），
政策評価（１２.９％）の順で階層を下るほど値は高
くなっている。堀北・妹尾・横田（２０１０）の調査

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

行政運営の効率化 ４．２６ ０．７９ １
０．４％

７
２．５％

３３
１１．６％

１１９
４１．９％

１２４
４３．７％ ２８４

行政活動の成果向上 ４．２８ ０．７０ ０
０．０％

３
１．１％

３２
１１．３％

１３１
４６．３％

１１７
４１．３％ ２８３

予算圧縮・財政再建 ３．７９ ０．８９ ３
１．１％

１９
６．７％

７３
２５．７％

１３０
４５．８％

５９
２０．８％ ２８４

企画立案過程の改善 ３．７０ ０．８５ ２
０．７％

１５
５．３％

１０１
３５．６％

１１４
４０．１％

５２
１８．３％ ２８４

ＰＤＣＡサイクルの
確立 ４．３２ ０．７４ １

０．４％
２

０．７％
３４

１１．９％
１１６
４０．７％

１３２
４６．３％ ２８５

顧客志向への転換 ４．１２ ０．８２ ０
０．０％

１０
３．８％

４５
１６．９％

１１４
４２．９％

９７
３６．５％ ２６６

住民サービスの向上 ３．６４ ０．９８ ５
１．８％

２９
１０．２％

８７
３０．６％

１０４
３６．６％

５９
２０．８％ ２８４

アカウンタビリティ ４．０２ ０．７７ １
０．４％

５
１．８％

５８
２０．６％

１４０
４９．６％

７８
２７．７％ ２８２

職員の意識改革 ４．１１ ０．８５ １
０．４％

９
３．２％

５５
１９．４％

１１１
３９．２％

１０７
３７．８％ ２８３

出所：筆者作成。

本調査：２０１４年調査 堀北・妹尾・横田（２０１０）：２００９年調査

採用の有無 評価対象（複数回答可） 採用の有無 評価対象（複数回答可）

あり ２８３ ７３．１％ 事務事業評価 ２５４ ６５．６％ あり ４０４ ８８．０％ 事務事業評価 ３６９ ８０．４％
施策評価 １４７ ３８．０％ 施策評価 １９１ ４１．６％
政策評価 ５０ １２．９％ 政策評価 ６４ １３．９％

その他 ２３ ５．０％
なし １０４ ２６．９％ なし ５５ １２．０％
出所：筆者作成。ただし，図表の右側は，堀北・妹尾・横田（２０１０）を引用している。

図表１１ 行政評価制度の採用状況

図表１２ 行政評価情報の活用目的
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でも，行政評価制度の採用率は８８.０％であり，
評価対象別では，事務事業評価（８０.４％），施策
評価（４１.６％），政策評価（１３.９％）の順で同様の
傾向が見受けられる。すなわち，「行政評価シス
テムに求められた重要な役割は，PDCAのマネジ
メント・サイクルを重視し経営管理システムを機
能させること」（松尾,２００６, p.１２１）であるが，政
策・施策レベルでのマネジメント・コントロー
ル・システムが多くの地方自治体でいまだに十分
に整備されていないことを調査結果から読み取る
ことができる。

次に，行政評価情報の活用目的について，総務
省（２０１４）の質問項目に基づいて５段階のリッ
カート尺度（「１全く重視していない」から「５非
常に重視している」）で調査した。その結果は，
図表１２で示すとおりである。平均値は，PDCA

サイクルの確立（４.３２），行政活動の成果向上（４.

２８），行政運営の効率化（４.２６）の順で高く，残
りの項目も総じて平均値３を超えている。このこ
とから，地方自治体は，行政評価情報を積極的に
アカウンタビリティの解除やマネジメント・コン
トロールに活用しようという意図を窺い知ること

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

定数管理 ２．６８ １．０４ ４７
１６．８％

５９
２１．１％

１２０
４２．９％

４４
１５．７％

１０
３．６％ ２８０

給与制度の見直し ２．３９ ０．９７ ６４
２３．０％

７０
２５．２％

１２１
４３．５％

１８
６．５％

５
１．８％ ２７８

外部委託・民間委託 ３．１０ ０．９３ １６
５．７％

４６
１６．５％

１２２
４３．７％

８３
２９．７％

１２
４．３％ ２７９

事務事業見直し ３．８０ ０．７８ ４
１．４％

１３
４．６％

５５
１９．６％

１７０
６０．７％

３８
１３．６％ ２８０

歳出削減・歳入増加 ３．３３ ０．８４ ７
２．５％

３３
１１．７％

１１５
４０．８％

１１３
４０．１％

１４
５．０％ ２８２

組織・機構の見直し ２．８３ ０．９９ ３４
１２．１％

５６
１９．９％

１２１
４３．１％

６３
２２．４％

７
２．５％ ２８１

外郭団体等見直し ２．６９ ０．９７ ３８
１３．６％

６８
２４．４％

１２０
４３．０％

４８
１７．２％

５
１．８％ ２７９

他自治体との連携 ２．３５ ０．９３ ６３
２２．５％

８０
２８．６％

１１８
４２．１％

１５
５．４％

４
１．４％ ２８０

市町村への権限委譲 ２．２２ ０．９２ ７１
２６．４％

８２
３０．５％

１０４
３８．７％

９
３．３％

３
１．１％ ２６９

資産・施設の見直し ２．９１ ０．９９ ２９
１０．４％

５４
１９．４％

１１８
４２．３％

６９
２４．７％

９
３．２％ ２７９

民間との協働 ２．８９ ０．９０ ２４
８．６％

５２
１８．６％

１４１
５０．４％

５７
２０．４％

６
２．１％ ２８０

情報公開・透明性 ３．６６ ０．８８ ６
２．１％

１４
５．０％

９５
３３．９％

１２０
４２．９％

４５
１６．１％ ２８０

人材育成 ３．００ ０．９０ １８
６．４％

５２
１８．４％

１３１
４６．５％

７３
２５．９％

８
２．８％ ２８２

事務の効率化 ３．５０ ０．８５ ７
２．５％

２１
７．５％

１０２
３６．４％

１２６
４５．０％

２４
８．６％ ２８０

住民サービスの向上 ３．５０ ０．７７ ５
１．８％

１４
５．０％

１１４
４０．７％

１２９
４６．１％

１８
６．４％ ２８０

職場環境・モチベー
ションの向上 ２．９９ ０．８４ １６

５．７％
４４

１５．７％
１５３
５４．６％

６０
２１．４％

７
２．５％ ２８０

出所：筆者作成。

図表１３ 行政評価情報の行政改革への活用状況
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ができる。
また，行政評価情報の活用目的に関連して，行
政評価情報を活用して行政改革を促進している程
度についても５段階のリッカート尺度（「１全く
促進していない」から「５非常に促進した」）で
調査した。その結果は，図表１３に示すとおりで
ある。事務事業見直し（３.８０），情報公開・透明
性（３.６６），事務の効率化（３.５０）の項目の順で平
均値が高くなっていることが確認された。さら
に，図表１１と図表１２の結果と合わせて考える
と，行政評価情報は，日常的なマネジメント・コ
ントロールの場においても行政改革の場において
も，主に（１）事務事業を対象とした運営の効率化
を図ること，および（２）アカウンタビリティの解
除を図ることを目的として利用されていることが
明らかになった。
さらに，行政評価情報を活用した結果，どのよ
うな効果が得られたのかについて，５段階のリッ
カート尺度（「１全くそうではない」から「５全く
その通り」）で調査した。その結果，図表１４で示
すとおりである。組織全体の効果を示す住民ニー
ズの改善（３.３２）および財務的効果（３.４６）の項
目はともに平均値である３を上回った。一方で，
行政改革担当部門責任者の個人認識を示す心理的
エンパワメントについては，自己決定感（３.０４）
は平均値３をわずかに上回ったが，それ以外の有
意味感（２.７０）と自己効力感（２.６２）の平均値は

低かった。公会計情報活用の効果と比較してみる
と，すべての項目の平均値が高く，財務情報が主
体となる公会計情報よりも非財務情報を含む行政
評価情報のほうがマネジメント・コントロールに
活用しやすいのではないかと推察することができ
る。

３．４ 経営管理手法の導入状況
本調査では，NPMに関連して，経営管理手法
の地方自治体への導入実態を探索的に調査した。
その集計結果は，図表１５に示すとおりであり，
経営管理手法の採用率は４０.８％であった。具体
的には，枠配分・インセンティブ予算は１１４団体
で採用されており，採用率は３１.０％であった。
次に高かったのは，QCサークル・現場の業務改
善活動であり３１団体で行われており，採用率は
８.４％であった。さらに，事務・部門・セグメン
ト別財務分析が２４団体で採用率が６.５％，フルコ
スト分析が２２団体で採用率が６.０％であった。
しかしながら，営利企業のマネジメントで注目を
浴びている管理会計手法については，BSC

（１.６％），VE・原価企画（０.８％），ABC/ABM/ABB

（０.５％）というようにいずれの採用率も低いこと
が明らかになった。

記述統計 度数分布表
平均値 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ Ｎ

住民ニーズの改善 ３．３２ ０．７７ ５
１．８％

２６
９．４％

１３４
４８．２％

１０２
３６．７％

１１
４．０％ ２７８

財務的効果 ３．４６ ０．７９ ４
１．４％

２７
９．６％

１００
３５．５％

１３８
４８．９％

１３
４．６％ ２８２

有意味感 ２．７０ ０．７８ ２５
９．１％

６２
２２．５％

１６１
５８．５％

２６
９．５％

１
０．４％ ２７５

自己効力感 ２．６２ ０．７９ ２８
１０．４％

６８
２５．３％

１５２
５６．５％

２０
７．４％

１
０．４％ ２６９

自己決定感 ３．０４ ０．８０ １２
４．４％

３９
１４．４％

１５３
５６．７％

５９
２１．９％

７
２．６％ ２７０

出所：筆者作成。

図表１４ 行政評価情報の活用効果
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４ 要約と展望

本稿では，地方自治体を対象として公会計制度
および行政評価制度から得られる会計情報のマネ
ジメント・コントロールおよび行政改革への活用
実態を明らかにするために実施した質問票調査の
結果を記述した。調査結果の単純集計から，次の
ような傾向が明らかになった。
まず，組織コンテクストに関して，地方自治体
では政策・計画立案段階においてある程度の権限
の委譲がなされているにもかかわらず，政策・計
画を実現するために必要な予算，組織編成，人事
といった具体的な権限については十分に委譲され
ていないことが明らかになった。地方自治体の組
織文化の現状としては，官僚文化，家族文化の傾
向が高いことが確認できた一方で，より創造的で
競争的な組織文化に変革することを理想として望
んでいるということを窺い知ることができた。
公会計制度については，多くの地方自治体で導
入されてはいるものの，公会計情報の主たる活用

目的はアカウンタビリティの解除であり，マネジ
メント・コントロールを目的とした活用について
はほとんど意図されていないことが明らかになっ
た。また，行政評価情報は，アカウンタビリティ
の解除目的に活用されていることに加えて，マネ
ジメント・コントロールの場においても行政改革
の場においても主に事務事業を対象とした運営の
効率化という目的に活用されていることが明らか
になった。そして，財務情報が主体となる公会計
情報よりも非財務情報を含む行政評価情報のほう
がマネジメント・コントロールに活用しやすいの
ではないかということが行政評価情報の活用成果
の結果から推察することができる。さらに，公会
計情報および行政評価情報のいずれも，行政改革
担当部門責任者の個人認識を示す心理的エンパワ
メントの項目の平均値は低く，現場での内発的動
機付けに結びついていないことが実務上の課題と
して明らかになった。
今後の研究課題は，本調査結果のデータを活か
して，組織コンテクスト，会計情報の活用目的，
会計情報の活用成果の関係を実証的に明らかにす
ることである。その際には，組織コンテクスト，

採用の有無 具体的な手法（複数回答可）
あり １５０ ４０．８％ 枠配分・インセンティブ予算 １１４ ３１．０％

事業・部門・セグメント別財務分析 ２４ ６．５％
フルコスト分析 ２２ ６．０％
ライフサイクルコスティング ８ ２．２％
VE・原価企画 ３ ０．８％
BSC ６ １．６％
ABC/ABM/ABB ２ ０．５％
ISOシリーズ ８ ２．２％
QCサークル，現場の業務改善活動 ３１ ８．４％
TQM（総合的品質管理） １ ０．３％
経営品質向上活動 ４ １．１％
市場化テスト ２ ０．５％
成果主義 １１ ３．０％
その他の手法 ４ １．１％

なし ２１８ ５９．２％
出所：筆者作成。

図表１５ 経営管理手法の導入状況
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とりわけ組織文化に着目したいと考えている。な
ぜなら，公会計情報や業績評価情報などを利用し
たマネジメント・コントロール・システムが当初
期待したとおりの効果をもたらすかどうかは，組
織文化との整合性によって大きく左右される可能
性があるためである。また，「地方自治体におけ
る組織文化改革および職員の意識改革について

は，地方分権化の流れの中で，地域の特性を活か
したまちづくりを住民と協同で自律的に行ってい
くために，行政改革とともに重要である」（宮入,

２０１３, p.１１５）ため，新たなマネジメント・コント
ロール・システムの導入による地方自治体の組織
文化の変革についても検討課題としたい。
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●注
１）本調査の発送・回収作業は，専修大学大学院経営学研
究科修士課程に当時在籍していた大学院生の浅野貴将
氏の協力を得て共同で行った。なお，調査によって得
られたデータは，浅野氏の修士論文と共有している。

２）家族（clan）文化は，組織の柔軟性や人々への気遣
い，顧客への心遣いを伴う組織内部の維持を重視する
文化である。イノベーション（adhocracy）文化は，
高い柔軟性と革新性が特徴的な，組織外でのポジショ
ニングを重視する文化である。マーケット（market）
文化は，安定性と統制の必要性を強く認める，組織外
のポジショニングを重視する文化である。官僚（hier-
archy）文化は，安定性と統制の必要性を強く認める，
組織内部の維持を重視する文化である。
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